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エコ・アクション・ポイントの 

二酸化炭素削減効果の算出手法例 

 

１．趣 旨 

二酸化炭素排出削減量の概算算出方法例は、エコ・アクション・ポイント発行商品の利用に伴う

CO2 削減の成果を可視化することを目的に、概算の算出方法の考え方の一例を示すものである。個々

のエコ・アクション・ポイント会員のライフスタイルは千差万別であるため、エコ・アクション・ポ

イント発行商品がもたらす実際の CO2削減効果を厳密に算出することは非常に困難であることから、

あくまでも目安としての位置づけとする。 

またエコ・アクション・ポイントはビジネスツールであり、製品規格等に係る認証制度とは異なる

性格のものであることを前提としている。 

 

２．算出方法例 

 以下、「エコ・アクション・ポイント対象商品・サービス・行動の考え方」中の主要なものについて

の算出方法例を示す。 

商品・サービス例 基準 算出方法類型 算出方法 

家電製品 ①省エネ緑マークの付与され

ている商品 

エネルギー使

用商品 

・発行商品が該当する商品別に

【計算式 a】を用いて算出 

②多段階評価にて★★（2 つ

星）以上付与されている商

品 

・発行商品が該当する商品別に

【計算式 a】を用いて算出 

③原資提供者が、①又は②と

おおむね同等以上の使用

時省エネ性能を有するこ

とを証明した商品 

・原資提供企業が提出するエネル

ギー削減量に関する情報に基

づき、【計算式 b】を用いて算出

自動車 ①ハイブリッド車 

②天然ガス自動車 

エネルギー使

用商品 

・【計算式 c】を用いて算出 

③原資提供者がおおむね 1 割

以上の燃費の向上に資す

ることを証明した後付の

自動車部品 

エネルギー使

用商品の省エ

ネ効率を高め

る商品 

・原資提供企業が提出する燃料削

減量に関する情報に基づき、

【計算式 d】を用いて算出 

住宅 ①太陽光発電システム 創エネルギー

商品 

・【計算式 e】を用いて算出 

②太陽熱利用システム エネルギー使

用商品の省エ

ネ効率を高め

る商品 

・【計算式 f】を用いて算出 

③小型風力システム 創エネルギー

商品 

・【計算式 g】を用いて算出 

④潜熱回収型給湯器 エネルギー使

用商品 

・【計算式 h】を用いて算出 

⑤コージェネレーション・シ

ステム 

・【計算式 i】を用いて算出 

⑥CO2 冷媒ヒートポンプ給湯

器 

・【計算式 j】を用いて算出 

参考資料２
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商品・サービス例 基準 算出方法類型 算出方法 

⑦複層ガラス 

⑧断熱材リフォーム 

エネルギー使

用商品の省エ

ネ効率を高め

る商品 

・【計算式 k】を用いて算出 

⑨庭への植樹（中・高木） CO2吸収源関連

商品 

・【計算式 l】を用いて算出 

⑩その他住宅・庭園設備であ

って原資提供者が以上と

おおむね同等以上の温室

効果ガス削減効果を証明

したもの 

商品により類

型が異なる 

・原資提供企業が提出する温室効

果ガス削減効果に関する情報

に基づき、【計算式 m】を用いて

算出 

文房具 エコマーク基準の内、エコマ

ーク商品類型 No．112「文具・

事務用品」に係る基準に該当

するもの（ただし、白墨、色

白墨、グランド用白線は除く）

再生材使用商

品 

・【計算式 n】を用いて算出 

CO2吸収源関連

商品 

・【計算式 o】を用いて算出 

・【計算式 p】を用いて算出 

家具 ①エコマーク基準の内、エコ

マーク商品類型 No．130「家

具」に係る基準に該当する

もの（ただし、ガラス、繊

維のうち未利用繊維・反毛

繊維・天然繊維に係るもの

は除く） 

再生材使用商

品 

・【計算式 n】を用いて算出 

CO2吸収源関連

商品 

・【計算式 o】を用いて算出 

・【計算式 p】を用いて算出 

②非化石資源を原料とするプ

ラスチックを 20％以上用

いたもの 

その他商品 ・【計算式 n】を用いて算出 

家庭用品 ①エコマーク基準の内、エコ

マーク商品類型 No．128「日

用品」に係る基準に該当す

るもの（ただし、ガラス、

ゴム、焼物、繊維のうち未

利用繊維・反毛繊維・天然

繊維に係るものは除く） 

②エコマーク基準の内、エコ

マーク商品類型 No．118「プ

ラスチック製品」に係る基

準に該当するもの 

③エコマーク基準の内、エコ

マーク商品類型 No．140「詰

め替え容器・省資源型の容

器」に係る基準に該当する

もの 

④非化石資源を原料とするプ

ラスチックを 50％以上用

いたもの 

再生材使用商

品 

・【計算式 n】を用いて算出 

CO2吸収源関連

商品 

・【計算式 o】を用いて算出 

・【計算式 p】を用いて算出 

その他商品 ・【計算式 n】を用いて算出 

衣料品 ①エコマーク基準の内、エコ

マーク商品類型 No．103「衣

服」に係る基準に該当する

もの（ただし、未利用繊

維・反毛繊維・天然繊維に

係るものは除く） 

再生材使用商

品 

・【計算式 n】を用いて算出 
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商品・サービス例 基準 算出方法類型 算出方法 

②天然有機素材から作られた

製品であって製造段階で

再生可能ｴﾈﾙｷﾞｰをおおむ

ね 3％以上用いているもの

その他商品 ・原資提供企業が提出する温室効

果ガス削減量に関する情報に

基づき、【計算式 q】を用いて算

出 

食品 ①販売店からおおむね 50km

以内で生産・採取された食

品又は同一都道府県内で

生産・採取された食品。

（ただし、加熱された温室

で製造されたもの、冷蔵・

冷凍保存されているもの

を除く。） 

その他商品 ・【計算式 r】を用いて算出 

②生産段階で再生可能エネル

ギーをおおむね 3％以上用

いている食品 

その他商品 ・原資提供企業が提出する温室効

果ガス削減量に関する情報に

基づき、【計算式 q】を用いて算

出 

レストラン ①「食品」の基準を満たす食

品を用いて調理をした料

理 

その他商品 ・【計算式 r】を用いて算出 

・原資提供企業が提出する温室効

果ガス削減量に関する情報に基

づき、【計算式 q】を用いて算出 

②調理段階で再生可能エネル

ギーをおおむね 3％以上用

いている料理 

その他商品 ・原資提供企業が提出する温室効

果ガス削減量に関する情報に基

づき、【計算式 q】を用いて算出 

宅配 一回目で配達された宅配便 その他商品 ・【計算式 s】を用いて算出 

ホテル ①主たるエネルギー供給設備

としてコージェネレーシ

ョン設備やヒートポンプ

式給湯設備等を導入して

いるホテルでの宿泊 

エネルギー使

用商品 

・ コージェネレーション設備の

場合【計算式 t】を用いて算出

・ ヒートポンプ式給湯設備の場

合【計算式 u】を用いて算出 

②再生可能エネルギーをおお

むね 3％以上用いているホ

テルでの宿泊 

その他商品 ・原資提供企業が提出する温室効

果ガス削減量に関する情報に

基づき【計算式 q】を用いて算

出 

③アメニティーグッズの削減

を行った宿泊 

再生材使用商

品 

・【計算式 n】を用いて算出 

④連泊した場合にベッドメイ

キングを断った宿泊 

その他商品 ・【計算式 v】を用いて算出 

リユース品 書籍 CO2吸収源関連

商品 

・【計算式 o】を用いて算出 

それ以外 再生材使用商

品 

・【計算式 n】を用いて算出 

CO2吸収源関連

商品 

・【計算式 p】を用いて算出 

オフセット付・サー

ビス商品 

商品の利用、サービスの提供

時等に排出される温室効果ガ

スのおおむね 20％以上を CDM

等によりオフセットするコス

トを織り込んだ商品・ｻｰﾋﾞｽ 

その他商品 ・原資提供企業が提出する温室効

果ガス削減量に関する情報に

基づき、【計算式 w】を用いて算

出 

類型：エネルギー使用商品、エネルギー使用商品の省エネ効率を高める商品、創エネルギー商品、再生

材使用商品、CO2吸収源関連商品、その他商品 
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３．各計算式の内容 

【計算式 a】 

○ 省エネルギーセンター「省エネ性能カタログ」データを参考にする。 

○ 商品類型別に、基準年と当該年における商品群全体での家電 1台当たり平均年間電力使用量を

比較し、1台当たりの平均年間電力削減量を算出する。 

・2006 年省エネ性能カタログの当該家電 1台当たり平均年間電力消費量 － 当該年の数値 

＝ 当該家電 1台当たりの概算電力削減量（kWh） 

・当該家電一台当たりの平均電力削減量（kWh）×0.4（換算係数） 

＝ 当該家電 1台当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 

○ 多段階評価制度も【計算式 a】で対応可能。 

 

 

【計算式 b】 

○ 原資提供企業は当該商品のエネルギー消費の基準と当該商品に関する適切な条件設定を行い、1

台当たりのエネルギー削減量を算出する。 

・当該家電 1台当たりの平均電力削減量（kWh）×0.4（換算係数） 

＝ 当該家電 1台当たりの概算 CO2削減量（kg-CO2） 
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【計算式 c】 

○ 国土交通省が公表する当該年の「自動車燃費一覧」データを参考にする。 

○ 排気量 1,000～1,500cc クラスの乗用車間で、ハイブリッド車とそれ以外の自動車の「1km 走行

における CO2排出量」の平均値を比較して算出する。 

・当該年の「自動車燃費一覧」の排気量 1,000～1,500cc の乗用車のうちハイブリッド車以外の

「1km 走行における CO2排出量」の平均値 － 同じくハイブリッド車の「1km 走行における CO2
排出量」の平均値 

＝ ハイブリッド車 1台当たりの 1km 走行における概算 CO2排出削減量（kg-CO2/km） 

・ハイブリッド車一台当たりの 1km 走行における概算 CO2排出削減量×年間平均走行距離数 

＝ ハイブリッド車 1台当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

 
引用）国土交通省（平成 19 年 3 月）「自動車燃費一覧」 
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引用）国土交通省（平成 19 年 3 月）「自動車燃費一覧」 

 

 

【計算式 d】 

○ 原資提供企業は当該商品のエネルギー消費の基準と当該商品に関する適切な条件設定を行い、

自動車 1台当たりの年間燃料削減量を算出する。 

・自動車 1台当たり年間燃料削減量（L）×2.3（ガソリンの換算係数） 

＝ 当該商品当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

【計算式 e】 

○ IBEC（2006）「自立循環型住宅への設計ガイドライン」データを参考にする。 

○ 太陽電池容量 3kW 相当を設置したと仮定し、その際の年間 1次エネルギー消費の削減量 29.3GJ

を用いて算出する。 

・太陽光設置による年間 1次エネルギー消費削減量（29.3GJ）×換算値 101.7kW/GJ 

＝ 太陽光設置による年間電力削減量(kWh) 

・太陽光設置による年間電力削減量(kWh)×0.4（換算係数） 

＝ 太陽光設置による概算 CO2削減量(kg-CO2) 

※東京での設置を想定。 
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【計算式 f】 

○ IBEC（2006）「自立循環型住宅への設計ガイドライン」データを参考にする。 

○ 自然循環式の直接集熱 3 ユニット（集熱面積約 4.68 ㎡、貯湯量 240L）の太陽熱給湯システム

を設置したと仮定し、その際の給湯エネルギー削減率「30％以上」を用いて算出する。（設備規

模は主要販売機種の販売台数加重平均を用いて設定することが望ましいが、当面上記数値を代

表値として用いる。） 

・太陽熱給湯システム設置による給湯エネルギー削減率（30%） 

× 従来型ガス給湯器の年間 CO2排出量（1,344kg-CO2） 

＝ 太陽熱給湯システム設置による概算 CO2削減量(kg-CO2) 

※東京での設置を想定。 

 

【計算式 g】 

○ 定格発電出力 1kW の風力発電で年間発電量 713.6kWh の実績を参考にする。（実測値：1,955Wh

／日（場所：東京都渋谷区 期間：2006 年 1 月 14 日～23 日 平均風速 3.9m/s））（設備規模は

主要販売機種の販売台数加重平均を用いて設定することが望ましいが、当面上記数値を代表値

として用いる。） 

・小型風力発電設置による平均年間発電量×0.4（換算係数） 

＝ 小型風力発電設置による概算 CO2削減量(kg-CO2) 

※東京での設置を想定。 

 

【計算式 h】 

○ IBEC（2006）「自立循環型住宅への設計ガイドライン」データを参考にする。 

○ 24 号タイプの潜熱回収型給湯器を設置したと仮定し、その際の給湯エネルギー削減率「10％以

上」を用いて算出する。（設備規模は主要販売機種の販売台数加重平均を用いて設定することが

望ましいが、当面上記数値を代表値として用いる。） 

・潜熱回収型給湯器による給湯エネルギー削減率（10%） 

× 従来型ガス給湯器の年間 CO2排出量（1,344kg-CO2） 

＝ 潜熱回収型給湯器設置による概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

【計算式 i】 

○ IBEC（2006）「自立循環型住宅への設計ガイドライン」と財団法人住宅・建築省エネルギー機構

「住宅コージェネレーションシステム計画ガイド」のデータを参考にする。 

○ コージェネレーション・システムを設置したと仮定し、その際の暖房・給湯エネルギー削減率

「25％」を用いて算出する。（設備規模は主要販売機種の販売台数加重平均を用いて設定するこ

とが望ましいが、当面上記数値を代表値として用いる。） 

○ 家庭の年間 CO2 排出量の設定は、床面積 120 ㎡の 4 人家族が使用するルームエアコン（定格

COP3.51）とガス給湯器（24 号ガス給湯器）による負荷を前提とする。 

・コージェネレーション・システムによる暖房・給湯エネルギー削減率（25%） 

× （従来ルームエアコンの年間 CO2量（583gkg-CO2） ＋ 従来型ガス給湯器の年間 CO2排出量

（1,344kg-CO2）） 

＝ コージェネレーション・システム設置による概算 CO2削減量(kg-CO2) 
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【計算式 j】 

○ IBEC（2006）「自立循環型住宅への設計ガイドライン」データを参考にする。 

○ 370L の CO2冷媒ヒ－トポンプ給湯器を設置したと仮定し、その際の給湯エネルギー削減率「20％

以上」を用いて算出する。（設備規模は主要販売機種の販売台数加重平均を用いて設定すること

が望ましいが、当面上記数値を代表値として用いる。） 

・CO2冷媒ヒ－トポンプ給湯器による給湯エネルギー削減率（20%） 

× 従来型ガス給湯器の年間 CO2排出量（1,344kg-CO2） 

＝ CO2冷媒ヒ－トポンプ給湯器設置による概算 CO2削減量(kg- CO2) 

 

【計算式 k】 

○ IBEC（2006）「自立循環型住宅への設計ガイドライン」データを参考にする。 

○ 複層ガラス設置及び断熱材リフォームともに次世代省エネ基準（平成 11 年基準）相当の断熱水

準を満たすものと仮定し、旧省エネルギー基準（昭和 55 年基準）相当の断熱水準との比較によ

り算出する。 

・次世代省エネ基準相当の断熱水準化による暖房エネルギー削減率（45%）※ 

×旧省エネルギー基準相当の断熱水準による年間 CO2排出量（583kg-CO2） 

＝ 次世代省エネ基準相当の断熱水準化による概算 CO2削減量(kg-CO2) 

※部分間欠暖房を想定。 

 

【計算式 l】 

○ 環境再生保全機構「大気浄化植樹マニュアル」データを参考にする。 

○ 樹木種類を「胸高直径 5cm、樹高 3m の落葉広葉樹高木」と設定し、年間総 CO2吸収量 70kg を用

いる。 

・樹木 1本当たりの年間総 CO2吸収量 

  ＝ 植樹による概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

【計算式 m】 

○ 原資提供企業は当該商品の基準例と発行商品例に関する適切な条件設定を行い、設備当たりの

年間 CO2削減量を算出する。 

・当該設備 1台当たりの平均電力削減量（kWh）×0.4（換算係数） 

＝ 当該設備 1台当たりの概算 CO2削減量（kg-CO2） 

 

【計算式 n】 

○ 環境省（2007）「地球温暖化対策地域推進計画策定ガイドライン（第 3 版）」データを参考にす

る。 

○ 再生プラスチック等の化石燃料由来再生材の利用により、本来ならば焼却処分されるものが回

避されたと仮定し、化石燃料由来材の焼却に係る CO2排出分を算出する。 

○ 化石燃料由来材の焼却に係る CO2 原単位は、プラスチックで 2.69t-CO2/t、合成繊維くずで

2.29t-CO2/t とする。 

・化石燃料由来材の焼却に係る CO2排出原単位（kg-CO2/kg）× 当該商品の再生材使用量(kg) 

＝ 再生材購入による 1商品当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 
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【計算式 o】 

○ 環 境 再 生 保 全 機 構 「 大 気 浄 化 植 樹 マ ニ ュ ア ル 」、 日 本 製 紙 株 式 会 社 HP

（http://www.np-g.com/npi_rinzai/faq/index.html）データを参考にする。 

○ 再生紙の利用により、本来なら焼却処分されるものが回避され、その結果 CO2 吸収源としての

森林保全に貢献したと仮定し、紙製品の焼却に係る CO2排出分を算出する。 

○ 樹木 1本（高さ 20ｍ、直径 20cm）から約 13,000 枚の A4 コピー用紙が生産できるとのことより、

樹木種類を「胸高直径 20cm、樹高 10m の常緑広葉樹高木」×2（高さ 20ｍのため）と設定し、

年間総 CO2吸収量 1,060kg- CO2/y を用いる。 

○ 上記設定から A4 コピー用紙 1枚あたり約 0.08kg/年の吸収量に相当。A4 用紙 500 枚で 2kg とす

ると、紙 1kg 当たり約 20kg/年の吸収量に相当する。 

・紙の CO2固定量（20kg-CO2/kg）× 当該商品の再生材使用量(kg) 

＝ 再生材購入による 1商品当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

【計算式 p】 

○ 再生木材の利用により、本来なら焼却処分されるものが回避され、その結果 CO2 吸収源として

の森林保全に貢献したと仮定し、木材の焼却に係る CO2排出分を算出する。 

○ 林野庁ホームページより、杉（森林）23 本分で CO2を 320kg 固定できることから、杉（森林）

の 1本あたりの CO2吸収量を約 14kg とする。 

○ 80 年生のスギの直径を 35cm、樹高 25m、比重 0.4g とすると、上記設定から木 1kg 当たり約

0.0146kg-CO2/年の吸収量に相当する。 

・木の CO2固定量（0.0146kg-CO2/kg）× 当該商品の再生材使用量(kg) 

＝ 再生材購入による 1商品当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

【計算式 q】 

○ 原資提供企業は当該商品・サービス当たりの製造段階又はサービス提供段階に係る再生可能エ

ネルギー使用量を算出する。 

・当該商品・サービス当たりの再生可能エネルギー使用量×0.4（換算係数） 

＝ 当該商品・サービス当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

【計算式 r】 

○ 「滋賀県協働部活プロジェクト」によるほうれん草の県内産、県外産に関るフードマイレージ

のデータを参考にする。 

○ ほうれん草 1t あたりの CO2排出量は県内産 1.61kg、県外産 86.99kg（県外産は全て国産、1km

輸送あたりの CO2排出量を 180g と設定して算出されている。）を用いる。 

○ ほうれん草 1 束を 200g と仮定すると、県内産 0.0003kg、県外産 0.0174kg であり、CO2排出削

減量は 0.017kg となり、これを食品当たりの概算 CO2削減量とする。 

・滋賀県外産のほうれん草 1束の CO2排出量-滋賀県内産のほうれん草 1束の CO2排出量 

＝ 食品 1個当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 
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【計算式 s】 

○ 宅配事業者における 1日平均走行距離、配達個数、燃費に関するデータを参考とする。 

○ 通常は 2回で受け取ると仮定し、1回で宅配を受け取る場合は、1回の宅配配達あたりのガソリ

ン使用量を削減できたとし、CO2削減量を算出する。 

・宅配事業者における 1日平均走行距離(km/d)／配達個数(個) 

＝ 荷物 1個あたりの平均配達距離(km/個) 

・荷物１個あたりの平均配達距離/2(km/個)×燃費(km/L) 

＝ 1 回目で配達を受け取った際のガソリン使用削減量(L) 

・1 回目で配達を受け取った際のガソリン使用削減量(L)×2.3（換算係数） 

＝ 当該サービス当たりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

【計算式 t】 

○ （社）日本エネルギー学会編（2005）「天然ガスコージェネレーション計画・設計マニュアル

2005」データを参考にする。 

○ 定格発電出力 1000kW のコージェネレーション・システムを設置したと仮定する。同規模 3機種

の平均発電効率は 30.6％、平均排熱回収効率は 50.4％であり、その際の CO2排出削減率「23％」

を用いて算出する。 

○ ホテルの年間負荷設定は、居室面積 20 ㎡、年間電力負荷 200kWh/㎡ y、給湯負荷 93 kWh/㎡ y、

暖房負荷 93kWh/㎡ y、冷房負荷 116 kWh/㎡ y と設定する。 

・コージェネレーション・システムによる CO2排出削減率（23%） 

× ホテル居室あたりの年間電力・給湯・暖房・冷房エネルギー消費量(kWh/㎡ y)×0.4(換算

係数)/365 日 

＝ コージェネレーション・システム設置によるホテル居室 1 泊あたりの概算 CO2 削減量

(kg-CO2) 

 

【計算式 u】 

○ （社）日本エネルギー学会編（2005）「天然ガスコージェネレーション計画・設計マニュアル

2005」データを参考にする。 

○ 6,700L（COP4.5）のヒートポンプ式給湯設備を設置したと仮定し、その際の給湯エネルギーを

対象とした給湯エネルギー削減率「52％」を用いて算出する。 

○ ホテルの年間負荷設定は、居室面積 20 ㎡、年間給湯負荷 93 kWh/㎡ y と設定する。 

・ヒートポンプ式給湯設備による給湯エネルギー削減率（52%） 

×ホテル居室あたりの年間給湯エネルギー消費量(kWh/㎡ y)×0.4(換算係数) /365 日 

＝ ヒートポンプ式給湯設備設置によるホテル居室 1泊あたりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 

 

【計算式 v】 

○ ワシントンホテルが公開する、ピローケース・シーツ 2枚交換に関る CO2排出量を参考にする。 

○ ベッドメイキングのお断り 1 回につき、ピローケース・シーツ 2 枚の洗濯に関る CO2削減（洗

濯時の CO2排出と水保全分）ができると仮定すると、CO2排出削減量は 0.65kg/回となる。 

・ピローケース・シーツ 2枚の洗濯に係る CO2排出量 

＝ 当該サービスあたりの概算 CO2削減量(kg-CO2) 
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【計算式 w】 

○ 原資提供企業は当該商品の生産・輸送時又は当該サ－ビスの提供時に排出される温室効果ガス

のおおよそ 20％以上に係る購入クレジット分の CO2を算出する。 

・当該商品・サービス当たりの購入クレジット分の CO2 

＝オフセット付商品・サービスによる CO2削減量(kg-CO2) 

 


